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経営規模等評価申請書 

総合評定値請求書 
 
 
 
 
 
 
 
 

［注意事項］ 

 

申請書（帳票）に記載する方法の解説は〈経営規模等評価申請書、総合評定値請求書の書き方〉のページを

参照してください。 

申請書（帳票）の○数字は、〈経営規模等評価申請書、総合評定値請求書の書き方〉の○数字に対応してい

ます。 
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 ＊ ○の中の数字は、本様式の○の中の数字と対応します。以下、他の様式も同様です。 

 例：本様式中の①は、書き方の①に対応します。 

 

〈〈経経営営規規模模等等評評価価申申請請書書、、総総合合評評定定値値請請求求書書のの書書きき方方〉〉

① 「経営規模等評価申請書」と「総合評定値請求書」が必要なときは、「経営規模等評価再審査申立書」を

二重線で消してください。その他は記載要領を参照してください。 

「申請書類」及び「経営状況分析結果通知書」がない場合はその場で審査を中止し、再度審査の予約

をしていただくことになりますのでご注意願います。 

② 東京都知事と記載し、地方整備局長と北海道開発局長を二重線で消してください。 

③ 本店所在地、会社名、代表者名（事業主名）を記入してください。 

代理人による申請の場合は、代理人の欄に代理人の住所、氏名、電話番号を記入し、職印を押印の上、

申請書の最後に委任状を添付してください。 

④ 申請時に有効な許可番号を記入してください。東京都知事コードは「１３」です。 

⑤ 申請時に有効な許可年月日を記入してください。二つ以上ある場合は、申請時に有効な許可のうち一番

古い許可年月日を記入してください。 

⑥ 廃業や国土交通大臣・他都道府県知事から許可換えをした場合等で、今回の申請時に有効な許可番号が

前回の経営事項審査申請時のものと異なるときは、前回の許可番号等を記入してください。許可番号が同

じとき（更新により、許可年月日が変わるとき等）は空欄です。 

⑦ 許可番号の変更がない場合は、空欄です。 

④～⑦の裏付資料：建建設設業業許許可可申申請請書書（（副副本本））、建建設設業業許許可可通通知知書書（（建建設設業業許許可可証証明明書書））及び、建設

業許可取得後、名称、所在地等の建設業許可に関する変更があった場合は、その変変更更届届（（副副本本））の全てが

必要です。 

⑧ 申請時の直前の決算日を記入してください。 

⑧の裏付資料：決決算算報報告告（（変変更更届届出出書書）） 

⑨ 「経営規模等評価申請書」と「総合評定値請求書」が必要な場合は、「１」を記入してください。 

その他の場合は、記載要領を参照してください。 

⑩ 処理の区分の欄で、左側二つのカラムは、決算時期により記載要領９のコードを記入してください。 

１２か月ごとに決算を完結する通常の場合は、「００」を記入してください。 

右側二つのカラムは、合併、譲渡、外国企業等のとき記入してください。記載要領別表（２）のコード

を参照し記入してください。・・・通常の場合は、空欄です。 

⑪ 申請時現在に建設業許可を法人で受けているときは「１」、個人は「２」を記入してください。 

⑫ 申請者が株式会社にあっては資本金額を、それ以外の法人にあっては出資総額を記入してください。申

請者が個人の場合には、記入しないでください。また、審査基準日ではなく、申請日現在の金額を記入し

てください。 

⑫の裏付資料：建建設設業業許許可可申申請請書書（（副副本本）） 

      （許可取得後、資本金額又は出資金額に変更があった場合）変更届出書（副本） 

⑬ 申請者が法人の場合に当該法人番号を記入してください。 

  ⑬の裏付資料：決決算算報報告告（（変変更更届届出出書書））又は前前回回のの経経営営事事項項審審査査申申請請書書（（副副本本）） 

法人番号の記載がない場合は、法人番号指定通知書の写し又は国税庁法人番号公表サイト
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(https://www.houjin-bangou.nta.go.jp)で検索された画面コピー 

⑭ ㈱、㈲など法人の種類を表す文字を除いた会社名をカタカナで記入してください。濁音、半濁音は一つ

のカラムに記入してください。屋号登記をしていない個人事業主は、姓と名を１カラム空けてください。

中点「・」は記入しないでください。 

⑮ 申請時現在の状況を記入してください。屋号登記をしていない個人事業主は、姓と名を１カラム空けて

ください。 

⑯ カタカナで記入してください。濁音、半濁音は１つのカラムに記入してください。姓と名の間は１カラ

ム空けてください。 

⑰ 申請時現在の状況を記入してください。姓と名の間は１カラム空けてください。 

⑱ Ｐ．８３の東京都区市町村コードを参照して記入してください。 

⑲ 申請日現在の状況を記入してください。都道府県名、区市町村名は省略してください。 

⑳ 申請日現在の状況を記入してください。郵便番号を記入してください。 

㉑ 申請日現在の状況を記入してください。局番と番号の間は「－」でつないでください（左詰めで記入

してください。）。 

⑲～㉑「登記上の住所と実際に営業所のある所在地が異なる」場合は、実際に営業所のある所在地の住

所、郵便番号、電話番号を記入してください。 

㉒ 申請時に有効な建設業許可が「一般建設業」の場合は「１」を、「特定建設業」の場合は「２」を記入

してください。 

＊申請時に廃業している業種は空欄となります（廃業届の副本を提示してください。）。 

⑨～⑩、⑫～㉒の裏付資料：建建設設業業許許可可申申請請書書（（副副本本））及び建設業許可取得後、名称、所在地等の建設 

業許可に関する変更があった場合は、その変変更更届届（（副副本本））の全て 

㉓ 評価対象とする業種に「９」を記入してください。審査手数料、工事種類別完成工事高の業種の数と一

致します。 

㉔ 審査対象「１．基準決算」、「２．２期平均」は、申請者が選択できます。 

審査対象「１」を選択した場合は、左側のカラムに右詰めで千円未満を切り捨てて記入してください。審

査対象「２」を選択した場合は、右側のカラムに右詰めで千円未満を切り捨てて、今期の自己資本額を上段

に、前期の自己資本額を下段に記入してください。左側のカラムには右側の上段、下段のカラムの平均を右

詰めで千円未満を切り捨てて記入してください。金額がマイナスのとき数字の先頭に付ける記号は、「△」

ではなく、「－」としてください。 

㉔の裏付資料：経経営営状状況況分分析析結結果果通通知知書書、決決算算報報告告（（変変更更届届出出書書））及び前前回回のの経経営営事事項項審審査査申申請請書書（（副副本本））。

建設業許可新規申請後の初めての経営事項審査で、２期平均を選択する場合は、前期分の自己資本額を確認

するため、経営状況分析機関に提出した、前前期期分分のの財財務務諸諸表表も提示してください。 

㉕ 営業利益と減価償却実施額の合計額の２期平均を記入してください（千円未満は切捨て）。 

㉕の裏付資料： 

ア 営業利益：経経営営状状況況分分析析結結果果通通知知書書記載の参考値により確認します。参考値が記載されていない場合

（連結決算の場合など）は、財財務務諸諸表表のの様様式式第第１１６６号号のの損損益益計計算算書書で確認します。 

イ 減価償却実施額：経経営営状状況況分分析析結結果果通通知知書書記載の参考値により確認します。参考値が記載されていな

い場合（連結決算の場合など）は、法法人人税税確確定定申申告告書書一一式式（写しで結構です）で確認します。 

＊ 法人税確定申告書を持参する場合は、別表１６⑴⑵等のうち該当する表（別表を有しない場合は、
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これに準じた「当期減価償却実施額」を確認できる書類で登録経営状況分析機関に提出した書類）

の該当箇所に付箋を貼付する等して、審査時に速やかに該当部分を提示できるようにしておいてく

ださい。 

なお、減価償却実施額は、当該書類の当期償却額等の総合計額の千円未満を切り捨てた額と一致

します。 

ウ 決算期を変更した場合（６月決算から１２月決算に変更した場合など）の営業利益及び減価償却実施

額について 

決決算算期期をを変変更更ししたた場場合合のの営営業業利利益益・・減減価価償償却却実実施施額額はは「「経経営営状状況況分分析析結結果果通通知知書書」」のの参参考考値値とと一一致致しし

なないい部部分分ががあありりまますす（（前前期期分分はは換換算算さされれてていいまませせんん。。））ので、Ｐ．３１〈決算期の変更を行ったときの

完成工事高の算出方法〉を参照して、数値を記入してください。その際に、計算式を余白に記入するか

任意の様式に記入して提出してください。 

エ 「「経経営営状状況況分分析析結結果果通通知知書書」」にに参参考考値値がが記記載載さされれてていいなないい場場合合（（一一部部のの記記載載ががなないい場場合合もも含含みみまますす。。））

やや裏裏付付けけととししてて参参考考値値をを使使用用ししなないい場場合合はは、、財務諸表や法人税確定申告書は、審査対象事業年度分と

審査対象事業年度の前審査対象事業年度分の２期分が必要となります。 

㉖ 技術職員の数は、技術職員名簿の数と一致します。 

加点対象となる技術職員については、Ｐ．４７からの説明を必ずご確認ください。 

なお、技術職員は常勤でなければなりませんが、常勤等の裏付資料については、Ｐ．５１の〈技術職員

等の加点対象となる経営事項審査上の常勤性及び恒常的雇用関係の確認資料〉などで必ずご確認くださ

い。 

㉗ 「経営状況分析結果通知書」を参照して右詰めで記入してください。空カラムには「０」を記入してく

ださい。 

㉘ 経営規模等評価申請、総合評定値請求では記入しないでください。 

㉙ 会社の担当者の連絡先を記入してください。提出を代行する方は、連絡先欄下の余白に住所、氏名及び

連絡先を明記してください。 

 

〈〈新新規規にに会会社社をを設設立立しし建建設設業業許許可可をを取取得得ししたたがが、、最最初初のの決決算算日日がが到到来来ししてていいなないいととききのの記記入入方方法法〉〉

⑧ 「審査基準日」は会社が成立した日、開業した日を記入してください。 

 

〈〈新新規規にに会会社社をを設設立立しし建建設設業業許許可可をを取取得得しし、、最最初初のの決決算算日日がが審審査査基基準準日日のの場場合合のの記記入入方方法法〉〉

㉕ 「利益額」は、審査対象事業年度の営業利益＋減価償却実施額を２で割った数字を記入してください。

前審査対象事業年度の営業利益・減価償却実施額は「０」を記入してください。 

 

〈〈海海外外子子会会社社のの経経営営実実績績のの評評価価〉〉

建設業者の海外進出意欲の醸成を図る観点から、親会社及び海外子会社合算の㉔自己資本額、㉕利益額が

評価対象となりました。評価に当たっては、国土交通省に対して国土交通大臣の認定申請を行い、認定後に、

許可行政庁が審査することとなります。 
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